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連結業績サマリー

（億円）

達成率
通期業績予想

2026/3/31
注2

前期比2026/3期2025/3期

100.6%113,700
△ 277

114,405114,683経常収益
(△ 0.2%)

112.0%9,600
＋ 2,603

10,7498,145経常利益
(＋ 32.0%)

117.0%3,200
＋ 39

3,7453,705親会社株主に帰属する
当期純利益 注1

(＋ 1.1%)

・ 経常収益は11兆4,405億円、前期比277億円の減収
・ 経常利益は1兆749億円、前期比2,603億円の増益
・ 親会社株主に帰属する当期純利益は3,745億円、前期比39億円の増益

＋ 1,440
7,4345,994非支配株主持分を含む

当期純利益 注3 (＋ 24.0%)

注3 ：当社の中期経営計画「JP ビジョン2025＋」の目標数値である、連結当期純利益に相当する利益。

1

 2026年3月期 経営成績 及び 2026年3月期 通期業績予想

注1 ：次ページ以降の「当期純利益」「当期純損益」は、「親会社株主に帰属する当期純利益」及び 「親会社株主に帰属する当期純損益」の数値。
注2 ：通期業績予想の数値は、2025年11月修正後の数値。
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連結業績サマリー（主要子会社）

（億円）

・ 当期純利益は日本郵便は172億円、ゆうちょ銀行は5,255億円、かんぽ生命は1,687億円
・ 日本郵便及びゆうちょ銀行は増収増益、かんぽ生命は減収増益

 2026年3月期 経営成績

かんぽ生命ゆうちょ銀行日本郵便

56,25728,52236,667経常収益

△ 5,395＋ 3,301＋ 2,133
前期比

（△ 8.8%）（＋ 13.0%）（＋ 6.2%）

2,7197,591 184経常利益

＋ 1,016＋ 1,746＋ 158
前期比

（＋ 59.7%）（＋ 29.8%）（＋ 631.4%）

1,6875,255 172当期純利益

＋ 453＋ 1,112＋ 214
前期比

（＋ 36.7%）（＋ 26.8%）（－）

かんぽ生命ゆうちょ銀行日本郵便

2,6007,20010経常利益

（104.6%）（105.4%）（1,840.7%）（達成率）

1,5905,00010当期純利益

（106.2%）（105.1%）（1,727.1%）（達成率）

 2026年3月期 通期業績予想
（※日本郵便及びかんぽ生命は2025年11月修正後数値、ゆうちょ銀行は2026年2月修正後数値）

2

（億円）

注： 各社の数値は、各社を親会社とする連結決算ベース。また、 「当期純利益」は、「親会社株主に帰属する当期純利益」の数値。
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セグメント別業績（累計）

前期比2026/3期2025/3期

＋ 2,16722,97520,808営業収益

郵便・物流事業セグメント
＋ 265△ 118△ 383営業損益

＋ 5210,13910,087営業収益

郵便局窓口事業セグメント
△ 16269231営業利益

△ 665,0515,117営業収益

国際物流事業セグメント
＋ 4138133営業損益（EBIT）

＋ 65879814営業収益

不動産事業セグメント
＋ 100239139営業利益

＋ 3,30128,52225,220経常収益
銀行業セグメント
（ゆうちょ銀行） ＋ 1,7467,5915,845経常利益

△ 5,39556,25761,653経常収益
生命保険業セグメント
（かんぽ生命） ＋ 1,0162,7191,702経常利益

（億円）

注： 国際物流事業セグメントはEBIT、銀行業セグメント・生命保険業セグメントは経常利益、その他は営業損益を記載。

3
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2026/3期

当期純利益

3,745

その他
経常損益

△ 366

日本郵政グループ 当期純利益の増減要因

◆ 持分法投資損益
うちAflac Incorporated △ 242億円

（億円）
経常利益 ＋ 2,603

＋ 39

4

国際物流
営業利益

＋ 4

郵便局窓口
営業利益

△ 162

生命保険
経常利益

＋ 1,016 特別損益
法人税等

△ 1,162

非支配
株主損益

△ 1,400

不動産
営業利益

＋ 100

郵便・物流
営業利益

＋ 265

銀行
経常利益

＋ 1,746

0

2025/3期

当期純利益

3,705

◆ 子会社株式売却による
非支配株主持分増加
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• 郵便物数の減少等により郵便・物流セグメントの減益を見込むものの、金利上昇等により銀行業セグメントの増益を見
込むこと等から、当期純利益は前期比＋54億円の3,800億円と予想

注1： 上記はいずれも連結決算ベースの数値。当期純利益は、「親会社株主に帰属する当期純利益」の数値。
注2： 日本郵政の当期純利益は、ゆうちょ銀行及びかんぽ生命の持分比率（ゆうちょ銀行：49.9%、かんぽ生命：49.8%）等を前提に算出。
注3： 主な変動要因に記載された金額は、利益への影響額。

（参考）日本郵便（連結）2027年3月期業績予想（単位：億円）

営業利益：△ 790（増減△ 1,012）、経常利益：△ 830（増減△ 1,014）、当期純利益：△ 790（増減△ 962）

主な変動要因
増減

（2026年3月期比）
2027年3月期

業績予想

銀行業における増益を主因として増益見込み
＋ 95011,700経常利益

日本郵政グループ
＋ 543,800当期純利益

（セグメント別）

• 荷物収入の増加（＋ 90億円）、郵便収入※の減少（△ 570億円）

• 人件費の増加 (△ 210億円)、集配運送費の増加（△ 220億円）
△ 921△ 1,040営業利益郵便・物流事業

• 受託手数料の減少（△ 120億円）、交付金の増加（＋ 130億円）

• 人件費の増加（△ 110億円）
△ 129△ 60営業利益郵便局窓口事業

―△ 8130営業利益国際物流事業

―＋ 0240営業利益不動産事業

• 国内金利上昇による資金収支等の増加（＋ 2,500億円）

• 営業経費の増加（△ 500億円）

＋ 1,9589,550経常利益銀行業
（ゆうちょ銀行） ＋ 1,3446,600当期純利益

• 保有契約の減少等による保険関係損益の減少（△ 500億円程度）、
運用関係損益の増加（＋ 200億円程度）

△ 2192,500経常利益生命保険業
（かんぽ生命） △ 2771,410当期純利益

5

2027年3月期 通期業績予想

（億円）

※ 普通郵便収入のほか、切手販売収入、年賀葉書収入等を含む
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2027年3月期 株主還元

6

・ 2026年度は、 １株当たり年間配当60円（中間30円・期末30円）を予定
・ 2026年度の自己株式取得は、上限1,500億円の実施を決定

自己株式の取得・配当方針

4,310 

2,686 

3,705 3,745 3,800 

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

40

45

50

55

60

65

70

75

80

親会社株主に帰属する
当期純利益（億円）

１株当たり配当（円）

自己株式取得
配当総額

44%程度38.7%41.9%62.3%41.4%配当性向

80%程度104.6%135.4%172.3%86.5%総還元性向

※1 2022年4月に取得した45億円は除く。
※2 2026年度の配当総額・配当性向・総還元性向は、1,500億円の自己株式取得を実施した場合として記載。

50 50 50 50

60

※2

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

※1

（億円） 1,730 1,630 1,517 1,419 約1,600 

2,000 3,000 3,500 
2,500 1,500 

※1
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【参考情報】連結業績

 Aflac Incorporated にかかる持分法投資損益

7

前期比2026/3期2025/3期

△ 242416659億円持分法投資損益

2026/3期

累計1〜3月10〜12月7〜9月4〜6月

41617920655△ 24億円持分法投資損益

－1,3791,63959929百万USDアフラック当期純利益

－9.959.789.649.51%持分比率

－154.15147.48144.59152.60円為替レート



セグメント別の状況
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不動産事業
セグメント

グループ概要図

日本郵便オフィスサポート
郵便局物販サービス
日本郵政インフォメーションテクノロジー

日本郵政不動産
ＪＰプロパティーズ
ＪＰビルマネジメント

郵便・物流事業
セグメント

郵便局窓口事業
セグメント

生命保険業
セグメント

銀行業
セグメント

国際物流事業
セグメント

ゆうちょ
銀行

日本郵政

子会社
関連会社

（郵便・物流）

子会社
関連会社

その他
子会社

子会社
関連会社

かんぽ
生命

子会社
関連会社

（郵便局窓口）

日本郵便

Toll Holdings 
Pty Limited

不動産事業
子会社

その他
関連会社

Aflac Incorporated

主な関係会社
ＪＰトナミグループ
日本郵便輸送
ＪＰ楽天ロジスティクス

8

日本郵政コーポレートサービス
日本郵政キャピタル
ＪＰデジタル
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郵便・物流事業セグメント（日本郵便（連結））決算の概要

・ 取扱数量は、ゆうパック、ゆうパケットが増加したものの、郵便、ゆうメールが減少し、5.0％減少
・ 営業収益は、郵便料金の改定、ＪＰトナミグループの連結子会社化等により、2,167億円増収
・ 営業損益は、人件費、集配運送委託費等の営業費用も1,901億円増加したため、改善幅は265億円

営業損益の増減分析（前期比） 取扱数量の推移

（億円）

増減2026/3期2025/3期

＋ 2,16722,97520,808営業収益

＋ 1,90123,09421,192営業費用

＋ 57713,49312,915人件費

＋ 1,3249,6018,276経費

＋ 265△ 118△ 383営業損益

当期の経営成績

（億円）

＋ 542給与手当等

＋ 64法定福利費

△ 29退職給付費用

＋ 691  国内運送委託費

△ 16国際運送料

＋ 112施設使用料

＋ 107減価償却費

＋ 93作業委託費

＋ 67仕入

＋ 50燃料費

＋ 33機械化関係経費

＋ 30郵便窓口業務費

＋ 30車両修繕費

〔営業損益の推移〕

26/3期25/3期24/3期注

△ 118△ 383△ 688

増収

＋ 2,167
人件費

＋ 577

集配運送
委託費

＋ 675

その他

＋ 649

経費（＋ 1,324）

2026/3期

営業損益

△ 118

2025/3期

営業損益

△ 383

＋ 1,639ＪＰトナミグループ

＋ 626普通郵便

＋ 48レターパック販売収入

＋ 42
荷物
（ゆうパック、ゆうパケット、ゆうメール）

△ 167年賀葉書販売収入

9注 ： 2025/3期から不動産事業セグメントを新設したことに伴い、2024/3期の数値を組替え。

（百万通・個）

13,578 
12,566 

11,751 

2,873 

3,241 

3,174 

463 
537 

563 

547 
558 

565 

17,461 
16,903 

16,053 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

24/3期 25/3期 26/3期

△ 7.5 %

＋ 12.8 %

＋ 16.1 %

△ 3.2 %

＋ 2.1 %

△ 6.5 %

△ 2.1 %

＋ 1.3 %

＋ 4.7 %

△ 5.0 %

郵便

ゆうパック

ゆうパケット

ゆうメール

0
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郵便局窓口事業セグメント（日本郵便（連結））決算の概要

収益構造の推移営業利益の増減分析（前期比）

10

増減2026/3期2025/3期

＋ 5210,13910,087営業収益

＋ 21410,0699,855営業費用

△ 806,9777,057人件費

＋ 2943,0922,797経費

△ 16269231営業利益

（億円）〔営業利益の推移〕

26/3期25/3期24/3期注

69231485

当期の経営成績

（億円）

注 ： 2025/3期から不動産事業セグメントを新設したことに伴い、2024/3期の数値を組替え。

受託手数料

△ 236

交付金

＋ 176

その他収益

＋ 111

人件費

△ 80
経費

＋ 294

△ 216保険手数料

△ 50銀行手数料

＋ 30郵便手数料

＋ 131子会社システム原価

＋ 57消耗品購入経費

＋ 57機械化関係経費

＋ 17支払手数料

＋ 12廃棄処分費

＋ 10施設維持管理費

＋ 141子会社システム収入

△ 10提携金融事業

△ 6物販事業

2026/3期
営業利益

69

2025/3期
営業利益

231

3,000 3,030 3,206 

1,256 1,114 898 

3,161 3,028 2,978 

1,920 1,982 2,012 

931 931 1,043 

10,269 10,087 10,139

0

3,000

6,000

9,000

12,000

24/3期 25/3期 26/3期

＋ 0

＋ 61

△ 132

＋ 52

＋ 111

＋ 176

（億円）

郵便局ネットワーク
維持交付金

保険手数料

銀行手数料

郵便手数料

その他収益
うち物販事業 346 

うち提携金融事業 72

△ 181

△ 141

＋ 29

△ 50

＋ 30

△ 216

・ 営業収益は、銀行手数料、保険手数料の減少が継続しているものの、交付金等が増加し、52億円増収
・ 営業利益は、増収となったものの、経費の増加等により、162億円減益

△ 49退職給付費用

△ 26給与手当等

△ 4法定福利費
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国際物流事業セグメント（日本郵便（連結））決算の概要

・ 営業収益は、フォワーディング事業の海上運賃の下落や取扱量の減少により、66億円減収
・ 営業損益（EBIT)は、 概ね前期と同水準

11

（百万豪ドル、下段括弧内は億円）

当期の経営成績

（百万豪ドル）138134100合計（ ）

増減2026/3期2025/3期

△ 83
（△ 66）

5,060
（5,051）

5,143
（5,117）

営業収益

△ 87
（△ 70）

4,921
（4,912）

5,009
（4,983）

営業費用

△ 58
（△ 53）

1,282
（1,280）

1,340
（1,333）

人件費

△ 29
（△ 17）

3,638
（3,632）

3,668
（3,649）

経費

＋ 4
（＋ 4）

138 
（138）

134 
（133）

営業損益（EBIT）

ロジスティクス
事業

コーポレート

注： 表の下段括弧内は期中平均レート（2026/3期 99.82円/豪ドル、2025/3期 99.49円/豪ドル）
での円換算額。

〔営業損益（EBIT）の推移〕

26/3期25/3期24/3期

138134100

（百万豪ドル）

ロジスティクス
事業収入

＋ 187

フォワーディング
事業収入

△ 269

経費

△ 29

コーポレート
収入

△ 1

人件費

△ 58

△ 40コーポレート

△ 11フォワーディング事業

△ 6ロジスティクス事業

△ 236フォワーディング事業

＋ 183ロジスティクス事業

＋ 23コーポレート

事業別の営業損益（EBIT）の推移営業損益（EBIT）の増減分析（前期比）

2025/3期

営業損益
（EBIT）

134

2026/3期

営業損益
（EBIT）

138

△ 13 △ 3
△ 24

△ 36 △ 29 △ 14

151
167 178

△ 50

0

50

100

150

200

24/3期 25/3期 26/3期

フォワーディング
事業
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当期の経営成績

営業収益の推移

増減2026/3期2025/3期

＋ 65879814営業収益

＋ 99675576賃貸

△ 40161202分譲

△ 34640674営業費用

＋ 100239139営業利益（※）

・ 営業収益は、賃貸収益の増加により65億円増収
・ 営業利益は、100億円増益

営業利益の増減分析（前期比）

（億円）

（億円）

（億円）

※ 経常利益は200億円（前期比＋77億円）

賃貸収益

＋ 99
分譲収益

△ 40

その他収益

＋ 6
減価償却費

＋ 3

その他費用

△ 26
租税公課

△ 11

△ 33販売原価（経費）

440 576 675 

202 
161 

33 

35 
42 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

24/3期 25/3期 26/3期

879
△ 194

その他
分譲

賃貸

＋ 70
麻布台ヒルズ森ＪＰタワー、
五反田ＪＰビルディング、
ＪＰタワー大阪など5大物件

534

814
2026/3期
営業利益

239

2025/3期

営業利益
139

＋ 65

△ 40
＋ 6

＋ 99＋ 135

△ 331

＋ 2

注2

注1

注1： 中期経営計画中に竣工した、広島ＪＰビルディング、蔵前ＪＰテラス、麻布台ヒルズ森ＪＰタワー、五反田ＪＰ
ビルディング及びＪＰタワー大阪。

注2： 前期（2025/3期）から事業セグメント区分を変更し、不動産事業セグメント（日本郵便の不動産事業、
日本郵政不動産、ＪＰビルマネジメント及びＪＰプロパティーズで構成）の業績を開示。
2024/3期の値は、セグメント区分に対応するよう組替えを行い、比較情報を作成。

〔営業利益の推移〕

26/3期25/3期24/3期注2

239139219

不動産事業セグメント決算の概要

麻布台ヒルズ
森ＪＰタワーなど

1,008
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2026/3期
当期純損益

172

【参考情報】日本郵便（連結）決算の概要

当期の経営成績当期純損益の増減分析（前期比）

〔当期純損益の推移〕

26/3期25/3期24/3期

172△ 4272
増減2026/3期2025/3期

＋ 2,08736,51134,423営業収益

＋ 1,89936,28834,388営業費用

＋ 44221,75721,315人件費

＋ 1,45714,53013,073経費

＋ 18722235営業利益

＋ 15818425経常利益

＋ 8310724特別損益

＋ 24229149税引前当期純利益

＋ 214172△ 42当期純損益

（億円）（億円）
〔営業利益の推移〕

26/3期25/3期24/3期

2223563

郵便局窓口
営業損益

△ 162

その他

＋ 82

郵便・物流
営業損益

＋ 265

国際物流
営業損益

＋ 4

不動産
営業損益

＋ 24

＋ 45営業外収益

＋ 74営業外費用

＋ 158特別利益

＋74 特別損失

2025/3期
当期純損益

△ 42

13
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銀行業セグメント（ゆうちょ銀行）決算の概要

当期の経営成績（連結）

増減2026/3期2025/3期

＋ 3,61614,07210,456連結粗利益

＋ 3,51013,0789,567資金利益

＋ 1121,6751,563役務取引等利益

△ 6△ 681△ 674その他業務利益

＋ 71△ 616△ 688うち外国為替売買損益

△ 78△ 6612うち国債等債券損益

＋ 3029,4599,156経費 （臨時処理分を除く）

＋ 22－一般貸倒引当金繰入額

＋ 3,3124,6111,299連結業務純益

△ 1,5662,9794,546臨時損益

＋ 1,7467,5915,845経常利益

＋ 1,1125,2554,143当期純利益

（億円）

資金利益の内訳（単体）

増減2026/3期2025/3期

＋ 3,46913,0379,568資金利益

＋ 5,16522,66817,502資金運用収益

＋ 1,6959,6307,934資金調達費用

貯金残高（単体）

（億円）

・ 当期純利益は5,255億円、1,112億円の増益

14

（兆円）
194.9 192.8 190.4 186.1

0

50

100

150

200

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末
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生命保険業セグメント（かんぽ生命）決算の概要

・ 当期純利益は1,687億円、453億円の増益

当期の経営成績（連結） （参考） 経常利益の内訳（単体）

注： 符号がプラスの場合は戻入を、マイナス（△）の場合は繰入を示す。

（億円） （億円）

注： 符号がプラスの場合は戻入を、マイナス（△）の場合は繰入を示す。

（億円） （億円）

注： 符号がプラスの場合は戻入を、マイナス（△）の場合は繰入を示す。

増減2026/3期2025/3期

△ 5,39556,25761,653経常収益

△ 6,41253,53859,950経常費用

＋ 1,0162,7191,702経常利益

＋ 6411,078436特別損益

＋ 6681,106438価格変動準備金戻入額 注

＋ 4651,435969契約者配当準備金繰入額

＋ 4531,6871,234当期純利益

△ 7779731,750新契約年換算保険料
（個人保険）

増減2026/3期2025/3期

△ 1,72426,83328,558
保有契約年換算保険料
（個人保険）

【新契約年換算保険料】

増減2026/3期2025/3期

＋ 1,767 4,189 2,421 基礎利益

△ 1,258 △ 1,231 26 キャピタル損益

＋ 513 △ 224 △ 738 臨時損益

＋ 1,022 2,7321,709経常利益

【保有契約件数】

契約の状況（個人保険）

1,168 

1,750 

973 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

24/3期 25/3期 26/3期

（億円）

1,309 1,278 1,214 

660 602 557 

1,970 1,881 
1,772 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

24/3期末 25/3期末 26/3期末

新区分 旧区分

（万件）

15
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 2026年3月期 通期業績予想の達成率（セグメント別）

16

不動産事業
セグメント

国際物流事業
セグメント

郵便局窓口事業
セグメント

郵便・物流事業
セグメント

2025年11月修正後

18013040△ 240営業損益予想

（133.0%）（106.5%）（174.4%）（－）（達成率）

注： 国際物流事業セグメントはEBITを記載。銀行業セグメント・生命保険業セグメントはP3を参照。

（億円）

 営業損益の推移（セグメント別）

（億円）

【参考情報】セグメント業績関連

1,022

330

△ 688

△ 383 △ 118

245

493 485

231

69

287

104 95 133

138
219 139

239

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

郵便・物流

郵便局窓口

国際物流

不動産
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622

624

638

610
605

610

628

590
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

【参考情報】郵便・物流事業セグメント業績関連

17

173 173 173
172 172

174 174

172

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

2024年度 2025年度

646

638 640

624

609

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

181
178

175
173 173

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

【ゆうパック】

【ゆうパック】

【ゆうパケット】

【ゆうパケット】

65 65

66

65

67

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

【ゆうメール】

2024年度 2025年度

66 65 65

62

69
67 68

65

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

【ゆうメール】

2024年度 2025年度

 ゆうパック等の平均単価（3か月毎）

 ゆうパック等の平均単価（5か年推移）
（円）

（円） （円） （円）

（円） （円）



Copyright ©  JAPAN POST GROUP. All Rights Reserved.

【参考情報】不動産事業セグメント 業績関連

18

（予想）

（億円）

399 392 

1,008 

814 
879 

399 392
440

576

675

0

200

400

600

800

1,000

1,200

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3期

営業収益

賃貸収益

（億円）

 ザ・ランドマーク名古屋栄（グループ外不動産）

名古屋市中区錦三丁目所 在

地下鉄「栄」駅 直結交 通

三菱地所株式会社

J.フロント都市開発株式会社

日本郵政不動産株式会社

明治安田生命保険相互会社

株式会社中日新聞社

事業者等

4,866.40㎡敷地面積

約109,700㎡延床面積

ホテル・オフィス・シネコン・商業・駐車場用 途

2026年3月竣 工

 営業収益・賃貸収益の推移  2025年度に竣工した主な不動産

 当期の経営成績

 MJR鹿児島中央駅前ザ・レジデンス

 主な開発中の不動産

鹿児島市所 在

JR「鹿児島中央」駅 徒歩3分交 通

共同事業（マイナー）

※JR九州との共同事業
事業形態

5,079.77㎡敷地面積

28,100.52㎡延床面積

住宅（分譲）用 途

2027年竣工予定

増減2026/3期2025/3期

＋ 65879814営業収益

△ 25607633うち日本郵便

△ 34640674営業費用

＋ 100239139営業利益

＋ 77200123経常利益
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要約連結貸借対照表

増減2026/3期2025/3期

△ 101,100570,121671,222現金預け金

△ 3,75017,90021,650コールローン

△ 3,25887,42690,684買現先勘定

＋ 20,806142,626121,820金銭の信託

＋ 5,0201,914,4041,909,383有価証券

＋ 8,50064,34155,840貸出金

＋ 1,02933,62032,590有形固定資産

＋ 263,2643,238無形固定資産

△ 3,5968,22211,819繰延税金資産

△ 72,8512,898,6452,971,496資産の部合計

（億円）

増減2026/3期2025/3期

△ 34,8551,846,5201,881,375貯金

△ 43,885271,133315,019売現先勘定

△ 20,633481,023501,656保険契約準備金

＋ 4,29024,33720,046債券貸借取引受入担保金

＋ 3,76532,09428,328借用金

△ 2,78617,52220,308退職給付に係る負債

△ 84,7752,733,8252,818,601負債の部合計

＋ 11,923164,819152,895純資産の部合計

△ 72,8512,898,6452,971,496負債及び純資産の部合計

19
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ゆうちょ銀行（単体） 資産運用の状況

（億円）

増減
構成比
（%）

2026/3期
構成比
（%）

2025/3期

＋ 18,08765.1 1,453,74062.31,435,653有価証券

＋ 10,95218.5 414,37817.5403,426国債

△ 1,1727.0 156,7906.8157,963地方債・社債等 注1

＋ 8,30739.5 882,57037.9874,263外国証券等

＋ 11,89913.0 290,13612.0278,237うち外国債券

△ 3,80626.4 590,56625.8594,373うち投資信託 注2

＋ 5,0082.7 62,2282.457,219金銭の信託

＋ 1,8430.3 8,0080.26,165うち国内株式

＋ 12,4151.9 43,7211.331,305貸出金

△ 103,61024.4 545,27028.1648,880預け金等 注3

△ 3,3805.6 126,0075.6129,388
短期運用資産・
その他 注4

△ 71,479100.0 2,230,968100.02,302,448運用資産合計

注1： 「地方債・社債等」は地方債、短期社債、社債、株式。
注2： 投資信託の投資対象は主として外国債券。プライベートエクイティファンド等を含む。
注3： 「預け金等」は譲渡性預け金、日銀預け金、買入金銭債権。
注4： 「短期運用資産・その他」はコールローン、買現先勘定等。

国債

地方債・社債等

外国証券等

貸出金

預け金等

短期運用資産・
その他

（兆円）

金銭の信託

20

49.2
38.1 43.8 40.3 41.4

16.1

16.2
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74.1
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5.8
6.5

6.1 5.7 6.24.4
5.6

6.8 3.1 4.3
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57.8 64.8 54.5

13.2 13.1
13.7 12.9
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かんぽ生命 資産運用の状況

21

増減
構成比
（%）

2026/3期
構成比
（%）

2025/3期

△ 15,975 76.9449,31278.1465,287有価証券

△ 13,049 58.3340,85359.4353,903国債

△ 1,964 3.319,2703.621,234地方債

△ 3,703 6.437,5566.941,260社債

＋ 1,932 1.37,8791.05,947株式

＋ 804 3.621,0493.420,245外国証券

＋ 5 3.922,7023.822,696その他の証券

＋ 15,798 13.880,39810.864,600金銭の信託

＋ 10,893 7.141,6685.230,774うち国内株式

△ 3,952 3.721,3474.225,300貸付金

△ 7,005 5.733,3626.840,368その他

△ 11,135 100.0584,421100.0595,556総資産

（兆円）
（億円）

37.4 37.1 36.0 35.3 34.0

4.4 3.4
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1.9
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4.2

3.6 3.2
2.5 2.1

4.9

4.4
3.6
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金銭の信託

貸付金
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経常利益の推移

（億円）

22

7,952

9,161

8,306
8,644

9,141

9,914

6,576 6,683

8,145

10,749

522
854

1,798
1,681 1,491 1,435

796

21 25 184

4,996

3,739 3,791
3,942

4,908
4,555

4,960

5,845

7,591

4,420

2,797
3,092

2,648
2,866

3,457
3,561

1,175
1,611

1,702

2,719

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

（連結）

（連結）

（連結）

（連結）

※ 17/3期は、ゆうちょ銀行（単体）数値
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当期純損益の推移

（億円）

23

△ 289

4,606
4,794 4,837

4,182

5,016

4,310

2,686

3,705 3,745

△ 3,852

584
1,266

871

534

932

620

72 △ 42
172

3,527

2,661 2,734 2,801

3,550
3,250

3,561

4,143

5,255

3,122

885
1,044

1,204
1,506

1,661 1,580

976 870

1,234

1,687

△ 4,000

△ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

（連結）

（連結）

（連結）

（連結）

注： 連結ベースの「当期純損益」は、17/3期より「親会社株主に帰属する当期純利益」 又は「親会社株主に帰属する当期純損失」の数値を記載。

※ 17/3期は、ゆうちょ銀行（単体）数値



本資料に記載されている通期業績予想等将来に関する記述は、当社が現在把握している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業

績等は、国内外の金融政策の変更や景気変動、競争条件の変化、大規模災害等の発生、法規制の変更等様々

な要因により大きく異なる可能性があります。


